
倫理委員は，日本原子力学会の理念である‘原子力に

よる人類の福祉と社会の持続的発展ならびに地域と地球

の環境保全への貢献を強く希求’１）しています。この理念

を実現するための協力を賛助会員の皆さまと行いたいと

の想いも含めて，倫理委員会から賛助会員にアンケート

をお願いしました。2002年の第１回アンケート以降，計

３回のアンケートを通じて，「原子力の重要性」と「倫理

は社会にプラスの影響も与えるというイメージ」を賛助

会員との間で共有できたと考えています。一方，多くの

賛助会員は倫理規程（行動規範などを含む）を制定されて

いますが（2004年：76％），その公開はあまりなされてい

ず（2004年：39％），また，内部通報制度の整備（2004年：

54％）はされているものの，その活用については不十分

な現状も浮かび上がってきました。

倫理委員会では，その任務２）の一部として‘原子力に関

する倫理研究会’の開催に加え，事例集の発行，CSR３）（社

会的責任）の研究を行っています。原子力の更なる発展

のために，‘賛助会員との協力をどう行わせていただく

か’，‘原子力関連組織にとって技術倫理とは何か’など

について考え，賛助会員との協力を実現していきたいと

思っております。

�倫理委員会にできることを知るために
アンケートを実施しました。

倫理委員会では，倫理およびCSR（社会的責任）につ

いて賛助会員の代表者に計３回のアンケートをお願い

し，倫理関連部署の責任者などからご回答をいただきま

した。第１回を2002年12月に，第２回を2004年10月に，

そして第３回を2005年９月にお願いし，回収率は，それ

ぞれ50％，43％および23％でした。当初２回のアンケー

トは，多肢選択でしたが，第３回は，自由記述としたた

めに回収率が低下したと考えています。３回のアンケー

トによって浮かび上がった賛助会員の方々のご意見を以

下に示します。

賛助会員は原子力推進と倫理の必要性を認識
されています。
地方自治体など一部の賛助会員は，立場上，原子力推

進を明確にできないとのことでしたが，回答いただい

た，ほとんどすべての賛助会員は，原子力推進の必要性

を認識されています。これは，学会定款第４条（目的）４）

からみて極めて穏当な結果です。原子力推進のためには

倫理が必要であるとの認識も多くの賛助会員の方々はお

持ちです。ほとんどすべての倫理委員も，原子力推進の

必要性と，そのために倫理が必要であるとの認識も共有

しています。

賛助会員と倫理委員には共通の認識‘原子力の推進’と

そのための‘倫理の必要性’があります。この共通認識を

ベースに，倫理委員会として何ができるかを考えてみま

した。

組織のなかで倫理は役立ちます。
（PDCA方法論５））
実施した３回のアンケートを通じて，組織において倫

理が果たしている‘ある役割’に気付きました。組織はそ

の理念の実現のために行動していると考えます。第 1図

に PDCA方法論を用いてこの関係を示しますが，まず

大きな PDCAサイクルが回ります。理念�方針を策定
し，その理念�方針を実現するための実行を行います。
理念�方針との整合をCheck し，その結果により，見直
し，必要に応じて理念�方針の変更を行います。同図に
示していますが，大きな PDCAサイクルの各段階で，

小さな PDCAサイクル（価値の大小ではありません）が

回ることになります。理念�方針には，古くからの住友
の家訓などから最近のCSRまで，多種多様のものがあ
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第 1図 倫理の役割
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ります。この理念�方針の実現のためのDは内部統制で
あると考えられ，マネジメントシステムの利用が行われ

ています。ほとんどのマネジメントシステムは PDCA

のサイクルを回しますが，これは大きな PDCAの Dで

の小さな PDCAになります。大きな PDCAの P（理念�
方針）には，ほとんどの場合，倫理的側面が含まれてい

ますので，大きな PDCAの Check で倫理的側面が見落

とされることはないはずです。しかし，原子力業界に限

らず，産業界全般で倫理的問題が多発しています。この

理由を考えてみました。内部統制のマネジメントシステ

ムにいろいろなものがあります。その一つに組織の各部

局に異なった目標（例えば売上高）を与え，各部局の各構

成員には，各部局の分解された目標を与える場合があり

ます。内部統制の手法であるマネジメントシステムの P

（小さな PDCA）に，明示的に倫理的側面が含まれず，C

で，倫理的側面をCheck しない場合があります。PDCA

の大小にかかわらず，Cで倫理的側面のCheck が必要

なことは明白ですが，Pに倫理的側面が明示されていな

い場合が問題です。どこかでCheck の必要があります。

これが大きな PDCAサイクルのCheck に倫理の知識�
智恵が必要な理由です。Check の結果，必要に応じて

理念�方針の見直しを行い，必要に応じて倫理的側面を
より明示的にします。

例えば，最近，証券市場を揺るがした事件などは，組

織の理念に明示的な倫理的側面が含まれていなかった可

能性があります。

また，組織の目的が利潤追求６）であり，そのための内

部統制の手法として目標管理を行っているとします。目

標管理システムの中でのCheck は，個別目標との整合

性に主眼をおいたものになり勝ちで，組織理念に反して

いないかどうかのCheck は疎かになる場合がありま

す。組織構成員の行動が，個別目標から逸脱していない

かのCheck だけでなく，組織理念から逸脱していない

かのCheck も必要で，このCheck に倫理は有効となり

ます。いま話題の耐震データ偽装事件では，各個人の個

別目標は達成できたとしても，組織の長期的な‘利潤追

求’を達成できないのは明らかです。

倫理は明るいイメージです。（「ご意見」を
かぎカッコで示します。以下同じ）
倫理は，第 2図に見られるように，「社会にマイナス

の影響を与えないことはもちろん，プラスの影響も与え

る」というのが，回答賛助会員（回答率23％）の70％がお

考えのイメージです。これ以外に倫理については，「社

会から尊厳をもって迎えられるイメージ」とお考えの組

織もあり，倫理に対して肯定的なお考えをお持ちの賛助

会員が大部分です。

しかし，「倫理について発信してもだれも相手にしな

い」，「倫理は暗いイメージがある」など倫理に批判的な

ご意見もありましたが，倫理より「もっと明るい，もっ

と軽いイメージで原子力に活力を与えたい」などのご提

案もありました。

「企業信頼度の向上」，「社会的良識のある・誠実・公

正な事業活動」を行うために「高い倫理観を持って企業活

動を行う」ことが必要であるとのご意見もありました。

多くの組織には倫理規程があります。その公開は
少数です。
第 3図に示しますように，倫理規程（行動規範などを

含む）をお持ちの賛助会員は，2004年（回答率43％）には76

％あり，制定計画中および規程の必要性を感じられてい

る組織を含めますと，90％に達します。しかし，ホーム

ページや文書などにより倫理規程を公開されている賛助

会員は，2002年（回答率50％）で23％，2004年（回答率43

％）でも39％にすぎません。倫理委員会では，倫理規程

は公開されたほうがよいと思っていますが，公開されな

い理由があるのではとも考えています。公開されない理

由を，賛助会員の皆さま方にお教え願い，一緒に考えさ

せていただきたいと思っております。

賛助会員の倫理規程には，さまざまな名称，例えば「倫

理規定」，「行動規範」，「行動指針」などがあります。そ

の内容もいろいろで，‘原子力関連業界の倫理規程’と一

口にいうのは非常に難しい状態です。この理由は，品質

第 3図 倫理規程（行動規範などを含む）の有無

第 2図 倫理のイメージ
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マネジメントシステム（ISO 9001），環境マネジメントシ

ステム（ISO 14001）のようなマネジメントシステムにあ

る規格が，倫理（規程）にはなく，規格の要求事項が存在

しないからです。逆に，賛助会員の個性が非常に強く現

れているといえそうで，欧米のお仕着せではない日本型

の倫理（規程）が構築されつつあることを示しています。

倫理教育と内部通報制度の活用は不十分かも
しれません。
倫理教育を実施されている賛助会員と内部通報制度を

有する賛助会員は，第 1表に示しますように，2004年の

時点で，両方とも50％を超えていますが，充分ではない

と考えます。内部通報制度をお持ちの賛助会員は，2004

年は，2002年の2．5倍と飛躍的に増大しました。ただし，

組織の構成員によるその利用は，そう多くなさそうで

す。原子力関連業界では，その初期から構成員のコンプ

ライアンス意識が高く，そのため内部通報制度の利用度

が低いとも考えられますが，内部通報には，組織持続の

有用な情報が含まれることがありますので，その活用が

必要ではないかと考えています。

第 1表 倫理教育と内部通報制度

倫理教育 内部通報制度

2002年 54％ 21％

2004年 58％ 54％

原子力関連組織で不祥事が多発している理由と
その結果をまとめました。
原子力関連組織だけではなく全業界に共通する理由と

して，不祥事は「多発ではなく顕在化しただけ」が多くあ

りました。あと「戦後の家庭・学校教育がまずい」，「古

い経営体質�マネジメントが残っている」というようなと
ころが代表的なご意見でした。

原子力特有の問題としては，何があっても電力を止め

てはならないという「ライフラインへの過剰反応」，「規

制当局からの規制が多く，マネジメント機能が不全にな

り」，「自律が難しく，他律へ変化」しているなどが挙げ

られています。

その結果として，「原子力関連組織および原子力技術

集団への不信感」が生じたが，「企業の存在理由の明確

化」，「社会の信頼�安心を得る」，「従事者のやりがい・
誇りをつくる」努力を始めた，などの回答がありました。

原子力特有のリスクはあるともいえますし，
ないともいえます。
「放射線に関係するものが原子力特有のリスク」という

ご意見と，「特有のリスクというものは存在しない」とい

うご意見に二分されました。「放射線に関係するものだ

けがリスクとの誤解」から，「放射線に関係しないリスク

を軽視するリスク」が原子力特有のリスクであるとのご

意見もありました。

�賛助会員と倫理委員会の協力を考えます。

原子力推進という共通目的を達成するための賛助会員

と倫理委員会の協力をご一緒に考えさせていただきたい

と思っています。次に示す内容および方法とも単なる例

にすぎません。実施にあたっては，具体的なご相談をお

願いしたいと思います。

原子力の発展のためになすべきことをご一緒に
考えます。
� 「原子力おもちゃ」： わかりやすい原子力を目指

して，原子力を趣味として楽しんでいただくための

方策「原子力おもちゃ」を考えます。

� モラル（やる気）向上： 原子力の持続的発展のた

めの「従事者のやりがい・誇り」を考えます。

� 原子力特有のリスク： 「放射線に関係するもの」

だけが「原子力特有のリスク」かを考えます。

� 原子力が社会から求められているもの： 原子力

の推進と安全・安心�信頼�理解などを得る方法を考
えます。

� 社会的責任（CSR）： 「経済的責任」，「法規則の

遵守」，「倫理」，「社会的貢献」などのバランスをど

うとるかを考えます。

技術者倫理についてご一緒に考えます。
� 事故・事象に関する倫理的側面の検討： 原子力

には，さまざまな事故・事象が生じます。それらの

倫理的側面について，当事者と一緒になって考え，

倫理委員会からの情報を発信したいと思います。

� 組織の倫理と個人の倫理： 倫理委員会として

は，組織構成員個人は技術者倫理に従って行動し，

組織はその枠組みをつくる，この枠組みを組織倫理

という，と考えています。「倫理というのはトップ

ダウンではだめで，各個人が考えるべき」とのご意

見も含めて考えます。

� 技術者倫理教育： 技術者の本来やるべきことを

やるのが，技術者倫理であると考えます。‘技術者

の本来やるべきことは何か’を考えます。

� 倫理規程が公開されない理由： 倫理委員会は，

透明性の観点から，倫理規程（行動規範などを含む）

の公開は必要だと考えます。2004年で，倫理規程を

公開している賛助会員が40％未満には，何か理由が

あるはずで，その理由を考えます。

� 内部通報制度の活用法： 原子力推進のために，

内部通報制度の活用を考えます。
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いろいろな協力方法があります。
� 研究会： ‘原子力に関する倫理研究会’をすでに

５回開催いたしました。この研究会でご一緒に考え

させていただきます。

� タスクフォース： 倫理委員会の中に，すでに，

‘原子力にとってのCSRを考える’と‘事例集作成’

の２つのタスクフォースがあります。３つ目として

‘賛助会員と倫理委員会の協力’を立ち上げることを

考えます。

� 個別組織との協力： 個別組織との協力について

も考えます。

事例集の作成も有力な方法です。
技術者倫理に関する事例集の作成・整備を行っていま

す。この作成・整備へのご参加をお願いします。

�最 後 に

倫理委員会は2001年11月の発足当初から，原子力の健

全な発展のために，欠くことできないものとして倫理を

とらえ，行動してきました。過去４年の間，倫理規程の

改訂，東電問題および関電問題についての意見表明を含

め，それなりの活動をしてきたと自負しておりますし，

倫理規程の改訂時に，広く会員の皆様方のご意見を伺う

など，開かれた委員会としての活動も行ってきました。

2005年12月から，第３期の新しい委員構成になり，これ

を機に，賛助会員の皆様方とのコラボレーションを，そ

れも特定の倫理問題，特定のテーマにつての協力を実現

し，より一層，開かれた委員会を目指したいと考えてい

ます。 （2006年 １月25日 記）

１）日本原子力学会倫理規程前文より抜粋。

２）日本原子力学会倫理委員会規程 第２条（任務） 委員会

は，次の各号に掲げる事項を審議し実施することを任務

とする。

１．本会の制定した倫理規程（前文，憲章，行動の手引）

に関する事項

�質疑に対する回答の作成
�倫理規程の見直しの検討と改定案の作成

�その他，本会倫理規程に対する対応
２．倫理問題の事例集や教材の発行

３．講習会の実施と受講証明の発行

４．原子力関連の倫理に関連する事項の現状調査

５．倫理問題に関する意見の表明

６．その他必要な事項

３）CSR : Corporate Social Responsibility の略であり，‘企

業の社会的責任’と訳される場合が多くあります。しか

し，日本原子力学会の賛助会員は，企業以外の組織も含

まれているので，`CSR（社会的責任）’としています。組

織（Organization）の頭文字をとってOSRと呼ぶ場合や

単に SRと表記される例もありますが一般的ではないと

考えて，本報ではCSRを採用しました。

４）日本原子力学会 定款第４条（目的）：本会は，原子力の

平和利用に関する学術および技術の進歩をはかり，会員

相互および国内外の関連学術団体との連絡協力等を行な

い，原子力の開発発展に寄与することを目的とする。

５）PDCA（plan-do-check-act）サイクルは，生産プロセスや

業務プロセスの中での改良や改善を継続的に行うための

フィードバックループであり，1950年代から使用されて

います。当初から，様々な分野で広く用いられていまし

たが，最近，国際標準規格である ISO 9001（品質マネジ

メントシステム），ISO 14001（環境マネジメントシステ

ム）などにも取り入れられるようになってきました。

６）倫理委員会は利潤追求を否定しているわけではなく，む

しろ肯定しています。例えば，倫理規程の用語の解説（倫

理委員会HP）の「安全」は，「死亡，傷害または疾病，財

産の損害，職場環境，地域環境，地球環境の損害などの

危害，又はそれらの組合せからのリスクが受容できる範

囲にあることを確認したとき，ある事象，ある事物など

を安全だという。以下略」と財産（金銭）を含めています。
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